
京都市無料低額宿泊所の設備及び運営の基準に関する条例（令和２年３月３０日京都市条

例第   号）（保健福祉局生活福祉部生活福祉課） 

  生活困窮者等の自立を促進するための生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律

（平成３０年法律第４４号）の施行により社会福祉法の一部が改正され，社会福祉住居

施設の設備及び運営の基準を条例で定めなければならないこととなることに伴い，無料

低額宿泊所に係る当該基準を定めることとしました。 

  この条例は，令和２年４月１日から施行することとしました。 
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京都市無料低額宿泊所の設備及び運営の基準に関する条例を公布する。 

令和２年３月３０日 

京都市長  門 川 大 作   

京都市条例第   号 

京都市無料低額宿泊所の設備及び運営の基準に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は，社会福祉法（以下「法」という。）第６８条の５第１項の規定に基 

づき，無料低額宿泊所（法第２条第３項第８号に規定する事業を行う施設をいう。以下

同じ。）の設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

（人権の擁護及び虐待の防止） 

第２条 無料低額宿泊所の設置者は，入居者の人権の擁護及び虐待の防止を図るため，責

任者の設置その他必要な体制の整備を行うとともに，その職員に対する研修の実施その

他の必要な措置を講じるよう努めなければならない。 

（暴力団の排除） 

第３条 無料低額宿泊所は，その運営について，京都市暴力団排除条例第２条第４号に規

定する暴力団員等の支配を受けてはならない。 

（地震に対する安全性の確保） 

第４条 無料低額宿泊所は，建築物の耐震改修の促進に関する法律第１７条第３項第１号

に規定する耐震関係規定又は地震に対する安全上これに準じるものとして国土交通大

臣が定める基準に適合していなければならない。 

（その他の基準） 

第５条 前３条に定めるもののほか，無料低額宿泊所の設備及び運営の基準は，無料低額

宿泊所の設備及び運営に関する基準（令和元年厚生労働省令第３４号）に定める基準と

する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，令和２年４月１日から施行する。 

（地震に対する安全性の確保に関する経過措置） 

２ この条例の施行の際現に本市の区域内に存する無料低額宿泊所については，第４条の

規定にかかわらず，建築物の耐震改修の促進に関する法律第１７条第３項第１号に規定
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する耐震関係規定又は地震に対する安全上これに準じるものとして国土交通大臣が定

める基準に適合しない限度において，第４条の規定を適用しない。この場合において，

当該無料低額宿泊所の設置者は，当該無料低額宿泊所について耐震診断を行い，必要に

応じ，耐震改修を行うよう努めなければならない。 

（関係省令の規定の引用に関する経過措置） 

３ 第５条の規定の適用に関する経過措置は，無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基

準（以下「関係省令」という。）及び関係省令の全部又は一部を改正する省令の附則に

規定する経過措置の例による。 

（検討） 

４ 本市は，第５条の規定において引用する関係省令の規定が改正されたときは，速やか

に，同条の規定の改正の要否を検討し，その結果に基づき，本市の区域の実情に応じた

基準の策定に取り組まなければならない。 

（保健福祉局生活福祉部生活福祉課） 


